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本市では、「人材育成」を中長期的な視点から総合的・計画的に進めていくため、第１

期を平成２０年度から、第２期を平成２５年度からとし、人材育成基本方針（以下「本方

針」という。）を策定し、職員研修（人材開発）、人事管理、職場作りについて、「人材育成」

の視点で捉え直し、全ての職員が統一した意識を持って人材育成の取組を進めてきました。 

しかしながら、社会経済情勢の急激な変化や地方分権の進展など、市政を取り巻く環境

は日々、目まぐるしく変化しています。少子・高齢化の急速な進行による人口構成の変化、

若年層の転出による人口減少や地域活力の減退、情報化や環境美化に対する市民の意識の

高まり、市政に対する市民の期待値の高まりや要望内容の複雑化など、様々な変化が生じ

ています。また、団塊の世代の大量退職による年齢構成の変化や多様な雇用形態での職員

採用など、組織内部の環境も変化しています。 

このような内外の変化に的確に対応し、本市のために必要な施策を実施していくことは、

市民からの信託を受ける本市の責務であり、組織一丸となってこの状況に対処していかな

くてはなりません。 

さらに、今後を展望すれば、将来にわたって持続可能な行財政運営ができる組織体制を

構築する必要があります。体制を構築するのは市民、そして職員ですので、人材育成を不

断に進め、効率的・効果的な組織体制を実現していかなければなりません。 

以上のような状況を背景として、策定後１０年が経過した本方針を見直すことにしまし

た。 

市の将来像である「ひと・ゆめ・みらい 地域で創る魅力の郷 南房総」の実現に向け

て、この新しい基本方針の下、「人材育成」の取組を全庁的に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改訂に当たって 



 

 - 3 - 

               目  次                

 

改訂に当たって ………………………………………………………………………………  2 

第１章 背景と目的 ………………………………………………………………………… 4 

第１節 本市を取り巻く環境の変化 …………………………………………………… 4 

 第２節 これまでの取組と新たな人材育成基本方針の目的 …………………………  6 

第２章 職員像 ……………………………………………………………………………… 9 

第１節 本市が求める職員像 ……………………………………………………………  9 

第２節 各職階において求められる役割と能力 ……………………………………… 10 

第３章 自己啓発 …………………………………………………………………………… 13 

第１節 人材育成システムの構築 ……………………………………………………… 13 

第２節 自己啓発 ………………………………………………………………………… 14 

第４章 ３つの取組 ………………………………………………………………………… 16 

第１節 職員研修（人材開発）………………………………………………………… 16 

第２節 人事管理 ………………………………………………………………………… 21 

第３節 職場作り ………………………………………………………………………… 28 

第５章 人材育成に係るそれぞれの役割 ………………………………………………… 31 

第１節 管理監督者の役割 ……………………………………………………………… 31 

第２節 職員の役割 ……………………………………………………………………… 31 

第３節 人材育成担当部門の役割 ……………………………………………………… 32 

［資料１］人材育成基本方針の体系 ……………………………………………………… 33 

［資料２］職員研修（人材開発）の体系 ………………………………………………… 34 

［資料３］用語解説 ………………………………………………………………………… 36 



 

 - 4 - 

 

第１節 本市を取り巻く環境の変化 

 

(1) 現在の地方自治体を取り巻く状況 

我が国は、急速な少子・高齢化の進行、人口減少社会への移行、地球温暖化などに関

する問題に直面しています。現在の地方自治体は、地方分権の進展や公務員制度改革へ

の対応が必要となり、また、多くの地方自治体では、数年にわたる感染症の影響、景気

の悪化を受けて税収等が伸び悩み、厳しい財政状況を抱えているため、行財政改革の推

進を図っています。一方で、住民ニーズはますます複雑・高度化しています。 

 

(2) 地方分権の進展 

平成１２年４月の地方分権一括法の施行以後、本格的な地方分権時代を迎え、とりわ

け基礎自治体（市町村）の役割はこれまで以上に重要になっています。国、県、市町村

の関係は上下・主従の関係から対等・協力の関係へと変わり、地域における様々な課題

は、地域独自の判断と責任において自主的・主体的に解決するとともに、新たな発想と

創意工夫により効果的な施策を展開し、個性豊かな地域社会を築いていくことが求めら

れるようになりました。 

 

(3) 行財政改革の推進 

我が国の行財政を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあり、政府においては、

国・地方を通じた行財政改革を強力に推進しています。 

厳しい財政状況の中で、行財政改革を推進していくためには、首長のリーダーシップ

の下、全ての職員が危機意識と改革意欲を持って業務に取り組んでいくことや、限られ

た財源と人材を最大限活用した行政サービスの提供に取り組んでいくことが求められ

ています。 

 

(4) 公務員制度改革の動向 

平成１３年１２月に閣議決定された「公務員制度改革大綱」の趣旨を踏まえ、行政ニ

ーズに即応した人材を確保・育成し、職務に専念できる環境の整備等を目指して公務員

第１章 背景と目的 
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制度改革の具体化が進められています。 

平成１９年４月に閣議決定された「公務員制度改革について」及び平成１９年７月に

成立した「国家公務員法等の一部を改正する法律」には、人事評価制度の導入等による

能力・実績に基づく人事管理の推進が規定されるなど、能力・実績を重視した人事管理

の確立や、新しい人事評価制度の構築等による人事・組織マネジメントの必要性が叫ば

れるようになっています。 

  平成２４年３月、政府は国家公務員の雇用と年金の接続に関する基本方針を決定し、

退職共済年金の支給開始年齢が段階的に引き上げられることに伴う無収入期間の発生

を抑制するため、定年退職者のうち希望者の再任用を原則、義務付ける方針を決めまし

た。さらに同年９月、政府は地方公務員についても国家公務員と同様に再任用を義務付

ける方針を決めました。 

また、令和３年６月には、「国家公務員法等の一部を改正する法律」及び「地方公務

員法の一部を改正する法律」が公布されたことにより、６０歳を境に適用される制度と

して、令和５年度からは定年の段階的引き上げに伴う役職定年制・定年前再任用制度等

が開始されます。 

目まぐるしく変わる公務員制度改革に合わせ、これまで以上に、職員の能力・実績に

応じた適切な人事管理が求められるようになっています。 

 

(5) 本市の現状 

平成１８年３月２０日に近隣７町村の合併により誕生しました。市の規模は令和５年

１月１日現在、人口は３５，５９３人、面積は２３０．１平方キロメートルです。 

平成２０年には「南房総市総合計画」を、平成３０年には「第２次南房総市総合計画」

を策定し、本市の目指すべき将来像を、引き続き「ひと・ゆめ・みらい 地域で創る魅

力の郷 南房総」とし、これからの南房総市が住み続けたいまち・選ばれるまちになる

ために、特に子育て世代の移住・定住促進とそのための環境づくりを進めています。 

また、市民一人ひとりが郷土の自然や文化、暮らしやすさなど、“南房総市の良さ”

を再確認し、力を合わせてその良さを大切に磨きあげていく「市民が主役のまちづくり」

に全力で取り組んでいます。 

（参考「第２次南房総市総合計画 基本構想・前期基本計画」平成３０年９月策定） 
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第２節 これまでの取組と新たな人材育成基本方針の目的 

 

(1) これまでの取組 

   本市においては、平成２０年３月に策定された「南房総市総合計画（基本構想・前

期基本計画）」に基づいて計画的に職員の人材育成を進めるため、平成２０年９月に第

１期を、平成２５年３月には第２期の本方針を策定し、南房総市職員としての基本姿

勢と求められる職員像を明らかにしました。さらに、職員研修（人材開発）・人事管理・

職場作りを３つの柱に据えて人材育成に取り組んできました。 

 

≪これまでの主な取組内容≫ 

  ・ 職員研修（人材開発）履歴のシステム化と効率的な管理・活用 

・ 職員が自ら考え自ら行う研修会の定期的な開催 

・ 昇任・昇格（資料３参照）時の職階層別研修への指名派遣 

・ 新規採用職員等に係る人材育成研修の実施 

・ 所属職員の人材育成推進のための研修推進員の指名 

・ 国、県への長期派遣研修 

・ 県内外の自治体への長期派遣 

  ・ 人事評価制度の本格導入 

  ・ 職場復帰のためのリハビリ勤務の導入 

  ・ 採用試験における適性検査（性格特性検査・職場適応性検査・事務職適性検査）

の導入 

  ・ 積極的な障害者雇用 
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(2) 新たな人材育成基本方針の目的 

「第２次南房総市総合計画」では、地域づくりの根幹である「ひと」（市民）が、そ

れぞれの「ゆめ」（願い）を大切に育みつつ、「みらい」（将来）を切り開いていく、そ

んな魅力のあふれる南房総を創ろうという想いから、『ひと・ゆめ・みらい 地域で創

る魅力の郷 南房総』を将来像としています。 

そして、新たな市民ニーズや多様化する行政課題に対応するため、職員数の適正化

を図りつつ、柔軟な組織づくりを進めること、また、目標管理制度や人事評価制度、

各種研修を充実し、期待される能力を備えた職員の育成を図っていくことを前期基本

計画の各論では述べています。 

その上さらに、市民からの信頼を基礎に、市民の視点に立ち、市民とともに考え、

市民のために行動できる職員が本市には求められています。 

   しかし、現実は少子高齢化の急速な進行による人口構成の変化や若年層の転出によ

る人口減少、結果として生じている税収の減少は著しく、歯止めが掛かっていません。

自治体としての規模が徐々に縮小する中で、将来にわたって持続可能な行財政運営が

できる組織体制を構築する必要があります。 

このように考えると職員への重圧は大きく、取り組みへの道のりは険しいように思

えますが、今後起こり得るであろう困難な状況を乗り越えていくためにも、職員の人

材育成を進め、少数でありながら大きな力を生み出す職員集団にならなければなりま

せん。 

   また、職員が意欲を持って働き、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）が保

たれ、心身ともに健康で、今後の市政運営に携わっていかなければなりません。 

   以上のような観点を踏まえ、本市の将来を担う職員を育成するため、これまでの方

針を一部改訂し、求められる職員像や人材育成の取組を明らかにします。 

 

(3) 方針の期間 

「第３期南房総市職員に対する人材育成基本方針」の期間は、令和５年度から令和９

年度までの５ヵ年とします。 

なお、職員の年齢構成の変化や臨時・非常勤、再任用など雇用形態の変化、市民ニ

ーズの変化への対応状況を観察し、ＰＤＣＡサイクル【計画（Plan）→実施（Do）→

検証（Check）→改善（Action）】にのっとり人材育成全般の点検評価に基づいて、

本方針の見直しを適宜、図っていきます。 
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組織に存在する５種類の「ジンザイ」です。 

① 「人財」… 能力が高く、行動力があり、組織にとって重要な存在。まさに財 

産、宝となる人物。辞めてもらっては困る職員。 

② 「人才」… 目を見張るような能力がある職員。他の職員から一目置かれる能 

     力がありながら十分に発揮できていない職員。何かに秀でた職員。 

③ 「人材」… 一般的なところでの人材。仕事に対する意識が高く組織への貢献 

     度の高い職員。意欲があり、きちんと働く、普通の職員。 

④ 「人在」… 安定志向で前例踏襲主義の職員。生活のためや自己の身分の安定 

     のために仕事をする職員。ただいるだけの職員。 

⑤ 「人罪」… 問題のある職員。勤務実績の良くない職員。組織への貢献度が低 

く、他の職員のモチベーションを低下させるような要因となりうる 

職員。公務員として不適格な職員。 

 

 

③人材 ①人財

④人在 ②人才

⑤人罪 能力・才能

小 大

行動力

大

小

 

 

 

 

 

 

閑話 

【出典】千葉県自治研修センター（2012）『行政課題調査研究 平成２３年度研究報告書 自治体における人材育成』 
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第１節 本市が求める職員像 

 

１ 基本姿勢 

地方公務員法（昭和２５年１２月１３日法律第２６１号）第３１条では、「職員は、

条例の定めるところにより、服務の宣誓をしなければならない。」と規定しており、

本市では、全ての新規採用職員が服務に関する宣誓書に署名しています。 

 

    ≪宣誓書の内容≫ 

     私は、ここに主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し、かつ、擁

護することを固く誓います。 

     私は、地方自治の本旨を体するとともに、公務を民主的かつ能率的に運営すべ

き責務を深く自覚し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を執行することを

固く誓います。 

 

    この宣誓内容は、変わることのない本市職員としての規範です。その上で、南房

総市への愛情を強く持ち、長期にわたって住民福祉の向上に資する業務に携わって

いくことを鑑み、 

 

職員一人一人が、全体の奉仕者としての役割を自覚し、職務に対する熱意と責

任感、地域への愛着と誇りを持って、常に公平な姿勢・公正な判断により、誠実

に対応すること 

 

を基本姿勢とします。 

 

２ 求める職員像 

   基本姿勢に基づいた上で、本市が求める職員像を次のように掲げます。 

(1)  『市民の視点に立ち、市民とともに考え行動する職員』 

常に市民の声に耳を傾け、市民の視点に立って物事を考え、市民との連携・協働

により課題の解決に取り組んでいく職員を求めます。 

第２章 職員像 
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(2)  『広い視野で総合的に判断・行動できる職員』 

自己の職務以外に視野を広げ、地方行政に関する様々な情報を主体的に取り入れ、

課題の解決に向けて、総合的な視点から判断・行動できる職員を求めます。 

 

(3)  『社会の変化に的確に対応できる柔軟性のある職員』 

過去の成功体験にとらわれることなく、常に原理原則に立ち戻って社会情勢の変

化や自治体を取り巻く環境の目まぐるしい変化に的確に対応していくため、柔軟な

思考・柔軟な判断ができる職員を求めます。 

 

第２節 各職階において求められる役割と能力 

 

１ 求められる意識と能力 

   求める職員像に近づくために、全ての職員が共通して身につけるべき意識と能力

を次のとおり示します。 

求められる意識と能力 

意識 市民主体意識 市民の視点 

丁寧な対応 

責任行動意識 責任行動 

コミュニケーション 

自己成長意識 自己成長 

 

能力 職務遂行能力 知識・情報活用力 

職務遂行能力 

課題解決力 

政策形成能力 政策立案力 

政策決定力 

対人能力 説明説得力 

交渉調整力 

行政経営能力 組織管理力 

指導育成力 

また、求められる意識と能力をＰＤＣＡサイクルに並び替え（その他必要項目を追加）し

たコンピテンシーモデル（成果をあげる職員・理想の職員像）は、以下のとおりです。 
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区分 内容 

計
画
立
案 

Ｐ 

チャレンジ・改善意欲 困難な目標・業務に果敢に挑戦したり、業務改善に取り組む。 

知識・情報活用力 職務に関連する必要な情報、新しい情報を積極的に収集把握し、現状を分析した上で

職務の遂行に活用する。 

政策立案力 社会環境の変化、市民ニーズ等に対し、コストや事業効果を十分に踏まえた上で課題

解決に向けた取り組みを実施する。 

 

遂
行 

Ｄ 

市民の視点 常に市民の立場に立って考え、市民の視点で行動する。 

丁寧な対応 常に冷静で、誠意のある接遇マナー・態度・身だしなみで応対する。 

責任行動 公務員・市職員としての役割を自覚し、職務に対する熱意と責任感を持って、公平姿

勢・公正な判断で考え行動する。 

自主性 市職員として高い意欲を持ち、やるべきことを明確にし、遂行や解決に向けて自ら行

動する。 

チームワーク（コミュニ

ケーション） 

チームの一員としての役割を自覚し、所属職員との意思疎通を図り、統率して円滑に

職務を遂行できるよう行動する。 

課題解決力 前例や既成概念にとらわれず、問題の根本原因を突き詰め、最適な解決策を立案する。 

意思決定力（政策決定力） 様々な状況下においても、組織方針・目標を踏まえて、大局的・中長期的な視点から、

迅速かつ的確な判断をする。 

説明説得力 立場や意見の異なる相手に対して分かりやすく説明説得し、理解を得る。 

交渉調整力 市民や組織内外の者と良好な関係を保ち、適時適切なタイミングで交渉・調整を行い、

業務を円滑に推進する。 

 

改
善
行
動 

Ａ 

計
画
修
正 

Ｃ 
 

自己管理力（職務遂

行力） 

組織の目標や仕事のポイントを押さえ、優先順位を判断し、計画的かつ迅速に業務を

処理する。 

組織管理力 組織の方針等を踏まえ、部門の目標・課題を明確化し、適切な指示・指導のもと、効

果的・計画的に業務を完了させる。 

 

そ
の
他 

自己成長 職務に関する知識・技術の習得に努めるなど自己啓発に主体的に取り組み、自分を

成長させようという向上心を持って行動する。 

指導育成力 部下の能力・適性・経験等を把握し、職務や能力開発に関する指導助言を行う。 
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 基 本 的 な 役 割 必要とされる能力 

部 長 級 

☆市政の最高レベルの経営（トップマネジメント）の一翼を担う。 

 

○市政方針に基づき、市の向かうべき方向性を見据えた方針を打ち

出す。 

○市長の政策的判断を要する事項について、議会や関係団体、市民

等と折衝する。 

○部の目標・課題を明確にし、組織横断的なマネジメントを行う。 

○所属職員を指導・監督し、人材育成及び組織管理を行う。 

知識・情報活用力 

政策立案力 

責任行動 

課題解決力 

意思決定力 

交渉調整力 

組織管理力 

指導育成力 

課 長 級 

☆職場の総合力を高めるリーダーシップを発揮する。 

 

○施策の重要度、緊急度、効果等を的確に判断し、課としての方針

を決定するとともに、結果の評価を行う。 

○施策の実現に向けて、議会や関係団体、市民等との調整、折衝を

行う。 

○課の目標・課題を明確にし、活力ある職場作りを行う。 

○所属職員を指導・監督し、組織の活性化と適切な職場運営を行う。 

知識・情報活用力 

政策立案力 

責任行動 

課題解決力 

意思決定力 

交渉調整力 

組織管理力 

指導育成力 

課長補佐級 

☆課長を補佐して課題を調整するとともに、施策を立案・実施する。 

 

○職務に関する専門的知識・情報を積極的に習得する。 

○計画的に職務の進行管理を行い、必要に応じて上司に進言する。 

○問題意識を持ち、業務の改善を図りながら、課題を解決する。 

○効果、実現可能性等を検討しながら、具体的・効果的な施策を立

案する。 

○利害が対立する者等に対して懇切丁寧に説明し、理解を得る。 

○職員の能力や適性を把握し、指導し、能力を引き出す。 

チャレンジ・改善意欲 

知識・情報活用力 

政策立案力 

責任行動 

課題解決力 

意思決定力 

説明説得力 

組織管理力 

指導育成力 

係 長 級 

☆個々の業務のリーダーとして、業務を円滑に遂行する。 

 

○業務に関する専門的知識を習得し、職務に積極的に活用する。 

○高度な専門知識で業務を的確かつ迅速に遂行する。 

○課題を発見し、その解決に向けて積極的に取り組む。 

○課の目標・課題に基づき、必要な施策・事業を立案する。 

○他者に対し、業務内容を懇切丁寧に説明し、理解を得る。 

○後輩の能力や適性を把握し、支援し、職務を適切に遂行する。 

チャレンジ・改善意欲 

知識・情報活用力 

政策立案力 

責任行動 

チームワーク 

課題解決力 

説明説得力 

自己管理力 

自己成長 

一般職員 

☆広く学び、積極的に実践する。 

 

○幅広い知識や情報に触れて、職務に活用する。 

○同僚とともに円滑に業務を遂行する。 

○常に問題意識を持って課題の発見に努め、自ら解決する方策を提

案する。 

○市民、上司、同僚等の意見をしっかりと聞き、自分の考えを説明

して、理解してもらえるように努める。 

チャレンジ・改善意欲 

知識・情報活用力 

丁寧な対応 

責任行動 

チームワーク 

説明説得力 

自己管理力 

自己成長 

２ 職階層別に求められる役割と能力 

   各職階における基本的な役割と必要とされる能力を整理すると次のようになります。 
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第１節 人材育成システムの構築 

 

本市においては職員が身に付ける基本姿勢、求められる職員像及び調査結果を踏まえ、

職員の能力の育成に効果的な研修体系を構築し（職員研修〔人材開発〕）、個々の職員の能

力が最大限に発揮できるように配置し（人事管理）、心身ともに健康に過ごせる職場環境の

実現（職場作り）を目指します。そして、これら３つの取組を効果的に連携させて、能力

を向上させる根源的要素である自己啓発の意識を大きく育て、人材育成を推進していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人材育成推進３つの取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 自己啓発 

［基本姿勢］ 

職員一人一人が、全体の奉仕者として

の役割を自覚し、職務に対する熱意と責

任感、地域への愛着と誇りを持って、常

に公平な姿勢・公正な判断により、誠実

に対応すること 

［求められる職員像］ 

①市民の視点に立ち、市民とともに考え

行動する職員 

②広い視野で総合的に判断・行動できる

職員 

③社会の変化に的確に対応できる柔軟性

のある職員 

 

○ 職員研修（人材開発） 

○ 人事管理 

○ 職場作り 

自己啓発 
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第２節 自己啓発 

 

自己啓発とは、自己に必要な知識や能力について認識し、自己の意思を持って知識の習

得や能力の向上のために主体的に学習することです。人材育成は本人の意欲、主体性があ

って初めて可能となるものであることから、自己啓発は人材育成の根源的要素であると考

えられます。まず自分自身を知り、自己啓発の必要性を認識することが重要であり、主体

的・意欲的に学習することで効果を生み出します。 

上司から告げられた業務上のアドバイスについて、自己で調べて改善につなげたり、研

修で学んだことを基にさらに深い知識の習得を自主的に図ってみたり、異動によって全く

新しい業務に取組むことになりそれに関係する分野を主体的に勉強してみたり、あるいは

上司や同僚、部下とコミュニケーションを図る中で、組織の目標が不明朗になっていたの

で、目標の再確認を行ってそれに向けた自己の職務の遂行方法を勉強してみたり、といっ

たことは日常の中で特段、意識せずとも行われていることだと思います。そこで当市では、

このような意識や行動を自己啓発として捉えて積極的に推奨していきます。 

 

 

自己啓発に取り組むための基本姿勢（３癖） 

① ものごとの本質を考える癖を付けましょう！    ～なぜ？どうして？～ 

→ 原理や原則を押さえることができなければ、応用させたり発展させたりすること  

ができません。 

② そのために調べる癖を付けましょう！       ～？があればすぐに調べる～ 

→ 疑問に思うこと、気になることがあったら調べましょう。 

調べる手段として、特に読書は有効で、活字に触れることで確かな知識が身に付

くとともに、多くの本を読み重ねることで知識に深みが増します。 

③ そして自らの考え、意見を持つ癖を付けましょう！ ～根拠を明確にしましょう。～ 

  → 本質を押さえ、調べることにより得られた知識があれば説得力のある意見を導き

出すことができます。自信を持って取り組みましょう。 

 

 

自己啓発は人材育成の根源的要素であるため、職員が自己啓発の意識を高めていけるよ

うに次のような取組を検討します。 
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 ●各種研修、セミナー、講座、検定及び書籍の紹介並びに斡旋 

 ●各種研修、セミナー、講座、検定、資格取得及び通信教育の受講に要する費用の補助 

 ●ｅ-ラーニングシステムの活用 

 ●学習、研修成果の発表の場の提供 

 ●管理職から所属職員に対する自己啓発の促進 

 ●大学や大学院などで開設される研究課程の紹介及び斡旋 

 ●行政に関する事項を自主的に調査及び研究を行うグループ等に対する各種の支援 

 ●職員研修（人材開発）（第４章参照） 

 ●人事管理（第４章参照） 

 ●職場作り（第４章参照） 
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本章では、自己啓発の意識を大きく育てる（強く動機付ける）ために有力となる３つの

取組（３種の肥料）について詳しく見ていきます。 

 

 

 

 

第１節 職員研修（人材開発） 

 

職員研修（人材開発）とは、職場で上司や先輩から技術や知識を教わったり、職場外に

集合して学習したりすることで、自己に不足している能力や知識を補い、かつ、自己啓発

の意識を刺激して習慣的な学習へと結び付けようとするものです。 

職場において上司・先輩等が仕事を通じて行う職場内研修（ＯＪＴ）、日常の職場を離

れた所で実施する職場外研修（ＯｆｆＪＴ）、国・県・他団体等へ派遣されて実施する人事

交流や派遣研修の３つが柱になります。 

これからの職員研修（人材開発）は、研修を義務ではなく権利として位置付け、職員の

意識改革を図りながら個人の自主性に基づいて受講する体系にしなくてはいけません。 

 

 

第４章 ３つの取組 

自己啓発の意識 

自己啓発の意識を育てる３種の肥料 

・職員研修（人材開発） 

・人事管理 

・職場作り 
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そのためには、３つの柱をどのように方策化したらよいか、次に詳しく見ていきます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

１ 職場内研修（ＯＪＴ ～On the Job Training～） 

職場内研修とは、職場内において上司や先輩が報告・協議・指示等の機会に、そ

の職務に必要な知識技術や経験等を随時教育するものです。特別な経費を必要とし

ないことから、従来から職員研修（人材開発）の中心的な手法とされています。 

職場内研修は、日常的な職務に直結し、職員の個性に応じたきめ細やかな個別指

導が可能であるとともに、研修を通じたコミュニケーションによる信頼関係作りに

も有効な手段となります。また、職場を「学習の場・人材育成の場」として認識し、

管理職員のリーダーシップの下、習慣的に継続して研修を行うことでその実効性を

高めることにつながります。 

                              

２ 職場外研修（ＯｆｆＪＴ～ Off the Job Training～） 

職場外研修は、本来の職務から離れたところで行われる集合形式やＷＥＢ形式に

より実施される研修です。一定期間に集中的に行われるため、職務を遂行する上で

必要な知識・技術を体系的に学習する際や、高度・専門的な知識・技術を学習する

際には効果的な手法で、人材育成の手法として最も一般的です。また、他の部署の

職員や他の地方公共団体の職員、さらには一般の地域住民等、様々な人たちと受講

できるため、相互に啓発し合ったり交流し合ったりする機会としても重要なものと

なります。 

一般的には、研修効果の持続は３か月と言われています。当然のことながら、職

【職員研修（人材開発）の体系】（資料２参照） 

職場内研修（ＯＪＴ） 

職場外研修（ＯｆｆＪＴ） 

国・県・他団体等へ派遣されて実施する人事交流・派遣研修 

一般研修（階層別） 

特別研修（能力向上） 
職員研修 

（人材開発） 

その他研修 
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場外研修を受講するだけでは意味がありません。３か月をめどに繰り返し復習して、

内容を早く自分のものとすることが大切です。 

当市では、一般研修（階層別）、特別研修（能力向上）及びその他研修の３つに

分けて職場外研修を定義し、かつ、全国的規模で行われるもの、千葉県単位で行わ

れるもの及び安房郡市広域市町村圏単位で行われるものを効果的に組み合わせて

実施します。各研修機関へ派遣するスタイルを主体として、年次研修計画の策定な

どを行い一人でも多くの職員に積極的に職場外研修へ参加してもらえるように、さ

らには、復習する態度を身に付けてもらえるように努めていきます。（資料２参照） 

 

 

                              

 

(1)  一般研修（階層別） 

 市政は多種多様な職種、階層等の職員により運営されていることから、一般的・

平均的な実務遂行能力の養成に加え、多様で高度な専門能力や特定の分野におけ

る高度な業務に対応できる能力の養成など、それぞれの職種、階層等に求められ

る能力を習得する研修です。 

 当市では、主に昇任の機会を捉えて階層別に次のような研修の受講を推奨して

いきます。 

 

● 新規採用職員研修（新規に採用された職員、安房郡市広域市町村圏事務組合 

〔以下「安房広域」という。〕の主催） 

     ● 新規採用職員等に係る人材育成研修（新規に採用された職員、庁内で実施） 

     ● 初級職員研修（大卒１年又は高卒３年程度の職員、安房広域の主催） 

     ● 接遇研修（勤続３年程度の職員、安房広域の主催） 

     ● 中級職員研修（級区分３級の職員、安房広域の主催） 

     ● クレーム対応研修（級区分４級の職員、安房広域の主催） 

     ● 係長研修（級区分５級の職員、安房広域の主催） 

● 行政法研修（級区分５級及び４級の職員、安房広域の主催） 
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● コーチング研修（級区分６級及び５級の職員、安房広域の主催） 

● 再任用職員研修（再任用職員、安房広域の主催） 

     ● 新任係長研修（級区分５級の職員、千葉県自治研修センター〔以下「研修セ

ンター」という。〕の主催） 

     ● 課長補佐研修（級区分６級の職員、研修センターの主催） 

     ● 課長研修（級区分７級の職員、研修センターの主催） 

     ● 管理者研修（級区分８級の職員、研修センターの主催） 

 

(2)  特別研修（能力向上） 

 時代の変化に即応するための能力の開発、公務員として求められる基礎的な能

力の開発、専門的な実務遂行能力の開発、管理職に必要な能力の開発、指導者に

なるための能力の開発、課題を発見し解決するための能力の開発、などを目的と

して職員が自発的に受講する研修です。 

 当市では、主に配置換えの機会を捉えて次のような研修体系を提示し、職員の

やる気、向上しようとする熱意を支援していきます。 

 

 ● 一般研修課程（自治大学校） 

 ● 専門研修課程（自治大学校） 

 ● 管理職員向け特別課程（市町村アカデミー） 

● 専門実務課程（市町村アカデミー） 

● 新しい時代に対応した能力開発コース（研修センター） 

● 公務員としての基礎能力開発コース（研修センター） 

● 実務遂行能力開発コース（研修センター） 

● 講座・セミナー及び政策研究（研修センター） 

● その他の各種研修・海外研修・講座・セミナー（各研修機関及び市の人材 

育成担当部門） 

● 職員を講師（内部講師）とした研修（庁内） 

 

(3)  その他研修 

 当市では、「多くの職員を対象として高度で専門的な内容を提供し、担当部署で

扱うことでその効果が確実に実証でき、また、実務に適切に応用していくことが

できる研修」をその他研修として定義します。 
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３ 国・県・他団体等へ派遣されて実施する人事交流・派遣研修 

先進的な行政手法を実地で習得する際、時代の変化に即応した専門的な知識・技

術を習得する際及び幅広い視野の涵養を図る際に効果的な手法と言えます。 

また、派遣中に培われる人的ネットワークの構築が期待されるとともに、派遣先

の組織風土や職員たちの業務遂行方法、職務従事姿勢などを体感できるので、改め

て自己の能力や自己が属する組織風土を見つめ直すことができたり、当市の置かれ

ている状況や行く末などを他市や他団体との比較の中で客観的に考える能力を養

うことができたりします。正に、人材育成の観点において高い効果を発揮する研修

です。 

 そこで次のような方策を立て、可能な限り一人でも多くの職員が人事交流・派遣

研修に参加できるように調整を図ります。 

 

   ●国への派遣研修（中央省庁、出先機関、独立行政法人など） 

   ●千葉県への派遣研修（本庁各課及び出先機関） 

   ●一部事務組合への派遣 

   ●広域連合への派遣 

   ●他の地方公共団体への派遣 

   ●民間企業への派遣 

   ●各種団体、公益法人などへの派遣 
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第２節 人事管理 

 

組織が果たそうとする目的の達成のために職員の意欲と能力を最大限に引き出し、効果

的に活用するために人事管理は行われる必要があります。 

本市では、人材確保、人材開発、人材活用、人材評価を４つの段階として位置付け、有

機的に連携させて職員の意欲と能力を最大限に引き出す方策を構築していきます。さらに、

職員一人一人に４つの段階を当てはめて支援していくことを通じて、自己啓発の意識を刺

激し習慣的な学習へと結び付けていきます。 

 職員の意欲と能力を最大限に引き出すために４つの段階をどのように方策化したらよい

か、次に詳しく見ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 人材確保（採用） 

多様化する市民ニーズや当市を取り巻く環境の変化に柔軟に対応するためには、

専門的な能力のある人材、多様な経験を有し公務遂行能力のある人材、優れた資

質・能力・意欲のある人材などを、採用の段階でいかに確保していくかが重要な課

題となっています。採用後における人材開発に要するコストを少しでも軽減し、人

材活用における異動・配置の場面に応用を利かせるためにも、人事管理の最も初期

の段階である人材確保は大変重要な段階です。 

そこで、次のような方策を立て、優れた人材の確保に努めていきます。 

 

 

人材確保（採用） 人材開発(育成) 

人材評価（人事評価） 

人材活用（異動・昇任） 

※職員研修（第１節参照） 

【人事管理の体系】 
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●国家資格保持者の採用（任期付の採用） 

●定年退職した者の再雇用（再任用職員〔資料３参照〕の活用） 

●採用上限年齢の引上げ（社会人経験者の採用） 

●障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者の雇用促進 

●公務遂行能力を多角的に診断する採用試験科目の導入 

●南房総市役所という職場の魅力を周知するための宣伝やＰＲ活動の推進 

●コンピテンシー（資料３参照）を重視した面接試験の導入 

 

採用試験や選考を経て確保された優れた人材は、第１節の職員研修（人材開発）

で考察したように、第２段階として配属された職場で職場内研修が行われたり職場

外研修に参加したりすることで技術や知識を学んでいきます。つまり、早い時期に

プロフェッショナルな行政職員になるよう経験を積み重ねていきます。 

 

 

                                 

 

２ 人材活用（異動・昇任） 

 

人材確保を経て様々に職員研修（人材開発）を受けた職員は、第３段階として人

材活用、つまり自己の適性が考慮された異動や人材評価（後述）その他の能力の実

証に基づいた昇任を経ることを通じて、能力を向上させていきます。また、適宜に

人材開発を行って、高いレベルで職務を遂行できる能力を身に付けていきます。 

幅広い知識や経験を身に付け、適性に応じて能力を最大限に発揮してもらうとい

う職員側からの視点、組織を活性化させるという組織側からの視点などにおいて適

材適所の人材活用は重要な役割を担います。そして、組織の意思決定や行動を早め、

成果を速やかに生み出すためにはリーダーシップを発揮できる職員を管理職等に

昇任させることも人材活用の中で重要な役割となります。 

当市の扱う行政内容は市民生活・企画・保健・医療・福祉・観光・建設・環境・
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産業・農林漁業・教育・文化など多彩な分野にわたるため、人材活用によって多く

の業務や職場を一定年齢までバランスよく経験してもらい、それによって得られた

知識や能力を最大限に発揮してもらう「ジョブローテーション（資料３参照）」の

確立などは重要な方策です。一方で、団塊の世代の大量退職などにより実務に精通

した人材が不足し組織力の低下を招く事態を回避するため、専門的な知識や技術、

経験の伝承が必要な分野の業務に従事する職員については、異動を控えて多くの経

験と高度で専門的な知識・技術を身に付けてもらうような方策も必要です。これを

「複線型人事制度（資料３参照）」と称します。 

    そこで、人材活用（異動・昇任）に関する方策を項目ごとに次のように打ち立て

て、多くの職員の理解が得られるよう努めていきます。 

 

(1)  ジョブローテーション 

職員が様々な行政分野の業務を経験することは、職務に対する幅広い知識や視

野の習得、庁内の人的ネットワークの構築に効果的です。また、同一職務に長期

間従事することによるマンネリ化や職員による不正を防止する効果もあります。 

     したがって、ジョブローテーションに関して次のような方策を検討します。 

 

     ● 自己申告の内容と適性を考慮した異動を実現する。 

● ３０代半ばまでに少なくとも３部署を経験する。 

● ３０代後半以降は自己の行政経験に基づいて高度な職務を遂行するため

に、異動の回数を減らしていく。 

● 採用後１０年程度で、窓口・事業・内部管理部門の３つの職場を経験する。 

● 業務量の増減に応じて職員の配置人数を増減させる。 

● 専門性を高める必要がある職務に従事する職員の異動は減らす。 

● 専門性重視の異動と多様な経験重視の異動とを組み合わせた複線型人事

制度を採用する。 

 

(2)  特定の職務分野に精通した職員の養成 

市民ニーズや行政課題が複雑化・高度化する中で、特定の業務においてはその

分野に対する高度で専門的な知識技術及び経験を持つ専門的な能力を有する職

員の養成が重要になっています。 

したがって、どの分野でどのような資格や知識・能力・技能を持つ職員がどの
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程度必要なのか検討し、特定の職務分野に精通した職員の養成を計画的に進めま

す。 

 

(3)  職員の適性と能力に応じた昇任 

昇任させる者については、近年の複雑・高度化する市民ニーズや行政課題に対

処するために組織力を最大限に発揮できるリーダーシップをとれる者を昇任さ

せなくてはなりません。そして、昇任制度については、ある程度の信頼が職員か

ら寄せられているものでなければ、不信や不満がたまるものになってしまいます。 

そこで、以下のような方策を講じて昇任制度の信用を担保します。 

 

● 年齢による秩序、経験年数、職務実績等を基本とする。 

● 人材評価の結果を加味する。 

● 人材の評価制度や昇任の状況に対する職員からの不満が累積した場合な

どは、更なる昇任試験の導入や通信教育課程の受講義務付けなどを検討する。 

● 中堅レベル以上で昇任を希望する者に対するリーダーシップを発揮する

機会の提供（現場リーダーとしての成功体験の蓄積）を図る。 

 

(4)  自己申告制度 

職員の特性、能力及び意向を把握して公平・適正な人材活用を行うための参考

資料とするために平成１８年度から実施しています。 

自己申告制度は、異動希望や健康状態、昇任の意思などを自ら申告できる点、

一方では職員の意欲を向上させたり適材適所に職員を配置させたりすることが

できる点などに効果があるため、今後も引き続き実施していきます。 

そこで、次のような方策を示し、自己申告制度の信頼を担保していきます。 

 

● 提出された意見に対する結果への反映状況の公開方法を検討する。 

● 提出された意見を尊重して可能な限り結果に反映できるように工夫する。 

● 本音を書けるようにするために提出された意見を閲覧できる者を限定す

るなどの工夫をする。 

 

(5)  男女格差のない人材活用の実現 

平成２７年８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活
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躍推進法）が成立したことに伴い、女性の活躍を推進するための行動計画（特定

事業主行動計画）を策定することとなりました。 

この行動計画では、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、

改善すべき事情について分析を行っています。また、分析結果により、女性職員

の活躍を推進するための方策として、係長相当職以上の女性割合を１６％以上と

する目標を設定しています。 

 

目標の達成に向けて、次のような取り組みを実施します。 

 

● 女性職員のスキルアップや幹部候補生養成のための研修について、積極的

な派遣を促進する。 

● 女性職員を人事・財政・企画・議会担当等、多様なポストに積極的に配置

するよう努める。 

● 配偶者が出産を控えている男性職員に対し、各種両立支援制度（早出遅出

勤務、配偶者の出産等に伴う特別休暇等）を活用できる取り組みを通し、女

性職員が働きやすい環境に繋がるよう努める。 

 

(6)  職の転任制度の活用 

職員をその職員が現に任命されている職以外の職員の職に任命することであ

って昇任及び降任（資料３参照）に該当しないもの転任と言います。多様な知識

や広い視野、幅広い経験を持った職員を育成するため、能力や適性に応じて採用

時の職名・職種にこだわらずに柔軟に職員を配置する場合に活用される制度です。

任用替えや職種替えなどと呼ばれることもあります。 

当市では、主に行政改革の推進に伴う公的施設の統廃合や組織機構の見直しに

よって、職種をまたいだ異動が行われることがあります。今後についても行政改

革のさらなる推進が計画されていますので、職の転任制度を有効に活用して人材

活用に努めてまいります。 

 

● 公的施設の統廃合や組織機構の見直しなどに伴う職種間の職員の異動に

ついて柔軟に進めていく。 
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(7)  希望降任制度の活用 

職員の降任に対する希望を尊重して職員の心身の負担を軽減すること、あるい

は職員の職務に対する意欲の向上及び組織の活性化を図ることを目的として、平

成１９年１月から希望降任制度を実施しています。 

家庭の事情や心身の故障で職責を果たすことが困難だと感じる職員、あるいは

職責の増大に伴ってその職責を果たすことが身体的又は精神的に苦痛と感じる

職員などに対して、本人からの希望による降任を認めることで、本人の心身の負

担軽減を図るとともに、円滑な組織運営に努め、適材適所の人材活用を進めてい

きます。 

 

(8)  庁内公募制度の導入 

的確かつ迅速に職務を遂行するためには、職員のチャレンジ精神を尊重し、能

力が最大限発揮できるような異動の機会を提供することが大切です。 

そこで、職員のやる気と向上心を尊重して能力を発揮してもらう機会を提供す

るため、特定の役職に就任することを希望する職員や期限付きのプロジェクトに

従事することを希望する職員などを公募することを検討していきます。これを庁

内公募制度と呼びます。本人からの異動希望に基づいているため、職務の円滑な

遂行やプロジェクト完成後の高い成果が期待されるとともに、人材活用の面で大

きな意義がある制度と考えられます。 

                                

３ 人材の評価（人事評価） 

 

職員が仕事に対してやりがいを持って意欲的に職務に取り組むことは、職員自身

の能力開発はもちろんのこと、組織全体の活性化にも貢献します。職員が高いモチ

ベーションを保ち職務に取り組むためには、日頃の業務において発揮された職員の

行動や成果を正しく評価すること、さらに職員本人がその評価結果をしっかりと受

け止めて職務に対する自己の行動などを振り返り、自己に求められる改善点を自覚

して、職務遂行能力の向上につなげることが重要です。 

また、人材活用のそれぞれの場面において人事評価を行い評価結果に基づいた異

動や昇任を実現すること、あるいは人材開発による成果の職務への活用状況などを

計る場面において人事評価を行い評価結果に基づいた育成方法を考案すること、な

どのように人事評価を単独で運用するのではなく、人材活用や人材開発と連動させ
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て運用することに意義があります。 

このようなことから、国においては評価結果に基づいた任用や処遇を行うことを

目指して国家公務員法が改正され、人事評価制度が平成２２年度から本格的に運用

されています。本市においても、平成２４年度から全職員を対象として本格的に運

用しています。 

以上のことをまとめて、人事評価制度を運用する上で最も大切な要素は次のよう

になります。 

 

人材開発（育成）の観点に立ち、職員の保有している能力、潜在的に有してい

る能力及び資質を把握し、職員の保有している意欲及び能力を最大限に発揮して

もらうことがテーマである。 

その上で、職員の職務上の行動（職務に対する姿勢・態度や職務達成に向けた

取組や行動などのプロセス）と、職務の成果目標を達成できたかどうかを評価す

るものである。 

そして、評価結果を人材開発（育成）や人材活用（異動・昇任）に効果的に結

び付けていくことで、職員の能力や意欲を高め、組織力の向上を図り、市民サー

ビスの向上を目指していくものである。 

まさに、人事評価制度とは、多様化する市民ニーズに適応した行政サービスを

実現するために必要な行政運営マネジメントの一種である。 

 

一方で、評価結果を昇任制度や給与制度へ反映させることについて、その取組方

法によっては職員の意欲の低下を生み出したり、組織の円滑な運営に支障を来たし

たりする要因になることが当市では危惧されています。 

本市では本格運用が始まっていますが、国や他の自治体の運用状況との整合性を

常に取り、専門家の助言を得ながら、公平・公正で職員が納得できる信頼性の高い

人事評価制度の定着を目指していきます。 

そのために、次のような方策を検討します。 

 

● 部下による上司の評価を行う。 

● 評価結果を勤勉手当に反映させる。 

 ● 評価結果を昇任・昇格や降任・降格に反映させる。 

● 評価要素や評価基準を本市に即したものにして明確にさせる。 
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 ● 評価結果のフィードバックを徹底させて人材開発に活用させる。 

 ● 評価者研修を定期的に開催して評価基準や評価者の視点を統一させる。 

 ● 平成１９年度から実施している目標管理制度（組織目標）と人事評価制度と

の連携を図る。 

 

第３節 職場作り 

 

職場の環境や雰囲気は、職員の意欲や職務の遂行に大きな影響を及ぼすものです。それ

は職場が毎日の職務を上司や同僚と共に取り組む場所であり、また、職員自らの能力を発

揮したり能力の向上に取り組んだりする場所であるため、周囲の人から何らかの評価や影

響を受けやすいということでもあります。 

また、一人１台のパソコン導入やシステム化、電子化などが進展し、対面での議論やコ

ミュニケーションが職場内で久しく希薄になっているのも現実です。 

このような中で、全ての職員が心身ともに健康な状態で、自らの能力を十分にいかして

能動的に職務を遂行していくためには、そして、やりがいを感じながら職務を遂行してい

くためには、本人の意欲のみならず職場でのコミュニケーションを通じた風通しの良い職

場であることが大切です。 

以上のことから、本市では職場を人材育成の場（＝学習する職場）として位置付けて職

員一人一人が学習する意識を高めるとともに、コミュニケーションの良好な職場を作って

職員同士が互いに支え合い切磋琢磨していくことを目指します。その上で、自らの能力や

職務に対する姿勢を高めて自己啓発の意識を刺激し習慣的な学習へと結び付けていきます。 

 

１ 学習する職場におけるコミュニケーションとリーダーシップ 

学習する職場を作るには、管理職員の果たす役割や責任が大きいと言われていま

す。まず管理職員が職場を職員の能力開発・人材開発の場として認識し、日頃から

あらゆる機会を通じて職員とコミュニケーションを図り、職員が意欲を持って職務

に専念することのできる職場環境や、職員の自己啓発意欲を増進させるような職場

環境を作り、管理職員がリーダーシップを発揮することに努めることが重要です。 

また、上司と部下との間、同僚と同僚との間で、職務の進め方などを話し合い、

意見のすり合わせを重ね、お互いに協力して職務を遂行していくことは、円滑な信

頼関係と良好なチームワークを形成することにつながります。これは、職場内の情

報共有の促進や効率的な職務の遂行に効果的であるとともに、いきいきとした働き
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やすい職場環境に連動すると考えられます。 

さらに、職場内において部下から上司へのコミュニケーションは一般的に取りづ

らい傾向がありますので、上司から部下へ積極的に声を掛けるなどの取組が大切で

す。 

そこで、次のような取り組むべき方策を打ち立てて学習する職場環境の実現を目

指します。 

 

● 事務事業改善や効率化につながる打合せ（ミーティング）の実施促進を図る。 

● 目標管理制度や人事評価制度を活用して組織目標や個人目標の明確化を徹

底する。 

● 上司から部下への積極的なコミュニケーションの働き掛けを奨励する。 

● 平成１９年５月から取り組んでいる「窓口『納得』宣言」に基づき、職員同

士の挨拶や声掛けを促進し、コミュニケーションの活発化・円滑化に努める。 

● 平成２０年１０月から取り組んでいる「コミュニケーション推進運動～挨拶

と笑顔から～」に基づき、以唇伝心（唇を以って心を伝えること）を心掛ける。 

 

２ 職員の健康管理及び職場の安全衛生管理の推進 

高度化・複雑化した市民ニーズへの対応や地方分権改革に基づいた地域主体の業

務の増加などが原因となって、不安・悩み・ストレスなどの心身の負担の増大が懸

念されています。特に心の健康問題はそのプロセスの特定が困難であり、また、職

場だけでなく家族や地域などにもその影響が及んでしまいます。 

また、心の健康は体の健康と比較し、職場の環境や人材活用（異動・昇任）の機

会と密接に関係する要因によって、より大きな影響を受けるとも言われています。

例えば、異動によって職場の環境が変わり、一人当たりの仕事量が増えた、一人で

仕事をする機会が増えた、気持ちにゆとりがなくなった、上司が相談に乗ってくれ

ずコミュニケーションが減った、目標・情報を共有できなくなった、他の職員との

つながりを構築できず孤立するようになった、などの要因から心の健康を害するこ

とがあります。 

心身の健康管理は自ら行うことが原則ですが、特に心の健康を害してしまうとそ

の治療は長期に渡り職場復帰にも時間が掛かってしまうケースが多いので、職場に

おいては職員が心身ともに健康で働くことのできる健康管理施策や職場作りを積

極的に進めていくことが大切です。 
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また、差別やいじめのない職場風土を醸成するため、各種ハラスメント（セクシ

ャル、パワー、モラルなど）（資料３参照）対策に関する取組も必要です。 

以上のことを踏まえ、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に基づき設置

される安全衛生委員会などを活用するほか、次のような方策を示して職員の健康管

理の支援や安全で衛生的な職場環境の整備などを進めていきます。 

 

● 職員の健康管理意識（セルフケア）の高揚を図る。 

● 「いつもと違う部下」に早く気付き親身に相談に乗れる管理職の養成を図る。

（ラインケア） 

● 公務災害（通勤災害）の発生防止に努める。 

● 週に一日程度の一斉定時退庁日を設けて、ワークライフバランスを推奨する。 

● 年次有給休暇の平均取得日数１３．０日を目標とする。 

● 週休日、国民の祝日及び夏季休暇等と年次有給休暇を併せた連続休暇の取得

促進を図る。 

●「職員の疲労蓄積度自己診断チェックリスト」を活用して、時間外勤務時間が

長い者の健康管理に配慮する。 

● 臨床心理士などの外部専門家による健康相談を随時実施して、適切なアドバ

イスを受けられるように配慮する。 

● 育児休業や療養休暇、病気休職などで長期間職務を離れている職員の不安を

軽減して、スムーズに職場復帰できるように職場復帰支援制度（リハビリ勤務

制度）を有効に活用していく。 

● 各種のハラスメントに対する理解を促すための研修機会の提供を検討する。 

● メンター（助言者・指導者）を中心とした相談体制を職場ごとに整備する。

（メンター制度の導入） 

● トレーナー（身近な相談者）制度を整備し、新規採用職員への相談体制を整

備する。 
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人材育成は、人事・研修担当部門のみで行うものではなく、職員全体で取り組んでいく

ものです。人材育成が組織的かつ効果的に推進できるよう、職員、管理監督者及び人材育

成担当部門の３者の連携を図ることが重要です。 

 

第１節 管理監督者の役割 

 

人材育成を推進していく上で、管理監督者の果たす役割は大変重要です。変化の激しい

今日にあって、法令や制度の知識を知るだけ、あるいは国の制度や指示を待って実行する

だけ、であっては良い管理監督者にはなれません。 

管理監督という概念には部下の指導・育成という教育的要素も含まれており、部下の能

力を最大限に引き出し、その能力や特性に応じた指導・育成を行って、地域で発生する課

題の解決に向け陣頭指揮を執る立場にあり、その人材育成に対する姿勢が職員の意識・意

欲や職場の雰囲気に大きく作用します。 

したがって、管理監督者は人材育成を重要な職務として自覚し、自ら職員の先頭に立っ

て職務や自己啓発などに取り組むとともに、日常業務を通じた適切な指導・助言や、職員

同士が相互に啓発し合うことのできる職場作りなどに積極的に取り組むことが求められて

います。 

 

第２節 職員の役割 

 

人材育成の取組を行う上で、何と言っても職員一人一人が自己啓発や能力開発に向けて

主体的・自発的な意欲を持って取り組む姿勢がなければ始まりません。 

そのためには、職員自らの意欲を高め、能力開発に努力していくことの必要性を認識し、

自己啓発に努めるとともに、他の職員にも良い刺激を与えられるような役割が求められて

います。 

また、保有している知識や能力は繰り返し活用したり学び直したりしなければ、徐々に

劣化が進み陳腐なものになってしまいます。これだけ地方自治を取り巻く環境が早く変化

している中にあっては、なおさらのことです。 

第５章 人材育成に係るそれぞれの役割 
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繰り返し学習することを習慣化して現在の職務や職責に相応する能力の獲得に努める

ことも、職員の役割として重要です。 

 

第３節 人材育成担当部門の役割 

 

人材育成を効果的に推進していくためには、管理監督者、職員、人材育成担当部門のそ

れぞれが自らの立場と役割を自覚し、三者が一体となって、主体的・自発的な取組を支援

し、その能力を発揮できる職場環境を作り上げていくことが必要です。 

そのためは、総務課を中心とした人材育成担当部門の体制を充実させ、各職場との連携

を図っていくとともに、人材育成に向けた具体策の導入や、それを効果的に推進･支援する

ための調整やサポート機能を人材育成担当部門が果たしていくことが重要です。 

また、人材育成担当部門は、常に職員の意見に耳を傾け、人材育成システムに対する不

満、課題、要望等を検証するとともに、市民ニーズや時代に求められる人材作りに鋭意努

力して、柔軟かつ多様な人材育成施策を推進していく必要があります。

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 33 - 

人材育成基本方針の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南房総市総合計画（第 2次 2018年度～2027年度） 

将 来 像：『ひと・ゆめ・みらい 地域で創る魅力の郷 南房総』 

基本理念：１ 地域力の発揮（地域の資源を活力にするまちづくり） 

２ やすらぎの実現（心豊かに安心して暮らせるまちづくり） 

３ 協働と参画（ともに考え行動するまちづくり） 

後期基本計画各論： 職員にはより高度な政策形成能力や行政運営能力が求められることから、 

意欲と能力を備えた職員の育成を図る 

目   標 

基本姿勢 

南房総市職員に対する人材育成基本方針 

［基本姿勢］ 

 『職員一人一人が、全体の奉仕者としての役割を自覚し、職務に対する熱意と責任感、地域への 

愛着と誇りを持って、常に公平な姿勢・公正な判断により、誠実に対応すること』 

［求められる職員像］ 

１『市民の視点に立ち、市民とともに考え行動する職員』 

２『広い視野で総合的に判断・行動できる職員』 

３『社会の変化に的確に対応できる柔軟性のある職員』 

 
求められる 

意識と能力 

 

市民主体意識 

責任行動意識 

自己成長意識 

求められる意識 求められる能力 

知識・情報活用力   職務遂行力   課題解決力 

政策立案力      政策決定力   説明説得力 

交渉調整力      組織管理力   指導育成力 

人材育成の 

３つの柱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［職員研修（人材開発）］ 

○ 職場内研修（ＯＪＴ） 

○ 職場外研修（ＯｆｆＪＴ） 

○ 国・県・他団体等へ派遣されて

実施する人事交流・派遣研修 

［人事管理］ 

○ 人材確保（採用） 

○ 人材活用（異動・昇任） 

* ジョブローテーション 

* 特定の職務分野に精通した職員の養成 

* 職員の適性と能力に応じた昇任 

* 自己申告制度 

* 男女格差のない人材活用の実現 

* 職の転任制度の活用 

* 希望降任制度の活用 

* 庁内公募制度の導入 

○ 人材評価（人事評価） 

［職場作り］ 

○ 学習する職場におけるコミュ

ニケーションとリーダーシップ 

○ 職員の健康管理及び職場の安

全衛生管理の推進 

求められる 

職員像 

［資料１］ 
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職員研修（人材開発）の体系 

区分 研修区分 対象者 選定方法 

職
場
外
研
修
（
Ｏ
ｆ
ｆ
Ｊ
Ｔ
） 

一
般
研
修
（
階
層
別
研
修
） 

安
房
郡
市
広
域
市
町
村
圏
事
務
組
合 

一
般
職
員 

新規採用職員研修 新規採用職員 指名制 

初級職員研修 
大卒１年又は高卒３年

程度の職員 
指名制 

接遇研修 勤続３年程度の者 指名制 

中級職員研修 主任主事相当職 指名制 

クレーム対応研修 副主査相当職 指名制 

係長研修 係長相当職 指名制 

行政法研修 ５級昇格者、４級職員、 指名制 

コーチング研修 ６級昇格者、５級職員 指名制 

再任用職員研修 新規再任用職員 指名制 

千
葉
県
自
治
研
修
セ
ン
タ
ー 

管
理
監
督
職
員 

管理職に必要な能力開発 

（新任係長研修） 
新任の係長級職員 指名制 

管理職に必要な能力開発 

（課長補佐研修） 

新任の課長補佐級 

職員 
指名制 

管理職に必要な能力開発 

（課長研修） 
新任の課長級職員 指名制 

管理職に必要な能力開発 

（管理者研修） 
新任の部長級職員 指名制 

特
別
研
修
（
能
力
向
上
研
修
） 

千
葉
県
自
治
研
修
セ
ン
タ
ー 

全
職
員 

新しい時代に対応した能力開発 希望する職員 希望制 

公務員としての基礎能力開発 希望する職員 希望制 

実務遂行能力開発 希望する職員 希望制 

講座・セミナー 希望する職員 希望制 

政策研究 希望する職員 希望制 

市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー 

全
職
員 

特別課程 希望する職員 希望制 

専門実務課程 

希望する職員 希望制 

毎年１名以上 指名制 

       

［資料２］ 
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区分 研修区分 対象者 選定方法 

職
場
外
研
修
（
Ｏ
ｆ
ｆ
Ｊ
Ｔ
） 

特
別
研
修
（
能
力
向
上
研
修
） 

自
治
大
学
校 

管
理
監
督

職
員 

一般研修課程 幹部候補職員 指名制 

専門研修課程 管理監督職員 指名制 

その他研修機関が提供する研修、講座及びセミナー 希望制 

民間機関等が主催する研修、講座及びセミナー 担当課扱 

人材育成担当部門が企画主催する研修、講座及びセミナー 人材育成担当部門扱 

そ
の
他
研
修 

 

 情報セキュリティ研修 全職員 担当課扱 

 

 人事評価研修 評価者・被評価者 指名・希望 

その他担当部署が企画主催する研修、講座及びセミナー 担当課扱 

職場内研修（ＯＪＴ） 

国・県・他団体等へ派遣されて実施する人事交流・派遣研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
 

 

［資料２］ 



［資料３］ 

用語解説 
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■任期付職員 

高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有し、一定の任期を定めて採用された職員 

 

■再任用職員 

定年退職等により一度退職した者を、１年以内の任期を定めて再雇用された職員 

 

■コンピテンシー 

様々な説明があるが、行動に表れる能力・特性、結果や成果と結び付く能力・特性とす

る捉え方がある（人事院「人物試験技法研究会報告書」による）。 

一定の職務において、絶えず安定的に期待される業績を上げている人材に共通して観察

される行動特性に注目しようとする場面において用いられる考え方で、近年、注目されて

きた言葉である。 

 

■ジョブローテーション 

職員に、幾つかの分野の職場を定期的に、かつ計画的に経験させる方法のことであり、

知識の習得、業務の理解、適性発見、能力開発などに効果があるとされている。 

 

■複線型人事制度 

職員が個々の適正を生かし、能力を最大限に発揮できるように一定の時期に総合職、専

門職、専任職のコースを選択する人事制度 

◇総合職（ゼネラリスト）： 

   特定の行政分野にとらわれず、広範な内容の職務にあたる職 

◇専任職（エキスパート）： 

資格免許を必要としないが、特定の行政分野で専門的な高度の知識・技術や経験を

有し、専任的にその業務にあたる職 

◇専門職（スペシャリスト）： 

資格・免許等が必要で特殊性を有する業務に当たる職（保育士・保健師・看護師等） 

  

 

 



［資料３］ 

用語解説 
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■昇任・降任、昇格・降格 

昇任とは、職員をその職員が現に任命されている職より上位の職制上の段階に属する職

員の職に任命することをいう。（任用上の概念） 

降任とは、職員をその職員が現に任命されている職より下位の職制上の段階に属する職

員の職に任命することをいう。（任用上の概念） 

昇格とは、職員の職務の級を同一給料表の上位の職務の級に変更することをいう。  

（給与上の概念） 

降格とは、職員の職務の級を同一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。  

（給与上の概念） 

 

■パワーハラスメント 

地位又は職務権限を利用し、本来の業務の範囲を超えて継続的に人格と尊厳を侵害する

言動を行い、 就業者の働く関係を悪化させたり、雇用不安を与えたりすることをいう。 

 

■モラルハラスメント 

道徳的に（モラル上）許されず、かつ、他者に迷惑を掛ける行為や嫌がらせ全般をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

南房総市職員に対する人材育成基本方針 

令和 ５年３月 改訂（第３期） 

平成２５年３月 改訂（第２期） 

平成２０年９月 策定（第１期） 

 

（注意）本方針は地方公務員法第３９条第３項の規定に基

づき、制定するものである。 
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